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I 事業計画 

1 自社戦略における本調査の位置づけ 

 当社は脱炭素化社会を目指しコンサルティングサービスおよびソフトウェア

の開発・提供を行っており、そのうち主力サービスとなっているのが「EV スマ

ート充電」を中心としたソリューション「AAKEL eFleet」である。AI（人工知能：

artificial intelligence）と IoT(Internet of Things)を活用し、再生可能エ

ネルギー発電の出力や電力卸取引市場の価格（ダイナミックプライシング）に連

動して、最も環境性が高く、最も安い時間帯に必要な電力を充電するようにコン

トロールすることが可能なサービスである。しかしながら、現時点において日本

国内における EV(電気自動車：Electric Vehicle)の普及率は十分に高いとは言

えず、そのため、当サービスを通じた脱炭素化への貢献には一定の限界がある。 

 一方タイでは政府の EV 促進政策によって EV の普及が急速に進んでおり、当

社サービスの潜在的需要が高いと考えられる。タイでの事業展開によって脱炭

素化社会に向けたより一層の貢献ができると考え、本調査を開始した。 

 

2 市場環境 

2.1 市場 

① 電力供給 

 タイにおける電力事業体制は下図の通りであり、供給網の大部分を公営企業

が占めている。 

 

 
出所：https://ecms.fc2.net/blog-entry-15.html 

図 1 電力事業体制 
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2018年度版長期電源開発計画（Power Development Plan 2018）によると、タ

イの電源構成は再生エネルギー比率が増加傾向にある。特に太陽光エネルギー

は他の再生エネルギーに比較して著しく増加する計画である。一方、石炭及びガ

ス由来の電力は減少傾向にある。 

 

 

出所：タイエネルギー省及び各種公開情報 

図 2 電力事情と将来見通し 

 

タイの配電電線スペックは以下の通りである。11 か所の高圧変電所と環状高

圧送電線を経由してバンコクに配電しており、市中には主に 230kV の送電線が

整備されている。 

 
出所：各種公開情報を基に MURC 作成 

図 3 送電線スペック 

 

タイ政府は積極的な新制度の導入などにより脱炭素への取組みを加速してい

る。 
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出所：アークエルテクノロジーズ作成 

図 4 タイのカーボンニュートラル戦略 

 

 
出所：アークエルテクノロジーズ作成 

図 5 再生可能エネルギーに関する政策 

 

 タイは 2036年までに全国でのスマートグリッド導入を目標としている。2021

年に短期計画期間が終了し、現在は中期計画期間である。 
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出所： MURC 調査結果を基にアークエルテクノロジーズ作成 

図 6 スマートグリッドシステム開発計画 

 

 タイの電力事情および電力に関する政府方針に関して、 Metropolitan 

Electricity Authority（MEA）、Electricity Generating Authority of Thailand

（EGAT）、Energy Regulatory Commission（ERC）にインタビューを行った。変動

制再生可能エネルギーの増加に伴う電力需要のコントロールのニーズの高まり

や、電力会社内で将来の系統混雑に対する危機感があること、タイ独自の EV専

用料金プランへの機能対応が重要であることが分かった。  

 

 

出所：アークエルテクノロジーズ作成 

図 7 インタビューサマリー（電力会社・公的機関） 

 

② EV 

 下図の通り、タイにおいて広く普及している EVメーカーは BYD、NETA、MGな
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どの中国企業が主要となっている。各社様々なスペックの製品を展開しており、

幅広い顧客ニーズに対応している。 

 

出所： MURC 調査結果を基にアークエルテクノロジーズ作成 

図 8 主要な EV メーカー 

  

タイで近年導入されている主な商用車は下表の通りであり、バス、トラックな

どの大型車両では国産メーカーの台頭も目立っている。 

 

出所： MURC 調査結果を基にアークエルテクノロジーズ作成 

図 9 タイで導入されている商用車例と基本スペック 

 

 タイ電気自動車協会（EVAT: Electric Vehicle Association of Thailand）

が掲げる EV利用台数目標では、2035年までにタイ国内で投入される車両全てを

EV に移行するとしている。商用車の区分での目標や統計データは確認できない

が、EVAT の目標に沿うと今後商用車においても EV 使用が拡大すると予想され

る。 
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出所：EVAT の情報を元に MURC にて推計した数値をアークエルテクノロジーズにて編集 

図 10 EV利用台数目標 

 

EV普及政策 EV3.0政策は 2023年 10月をもって完遂したが、EV促進の方針を継

続する現政権は「つなぎの政策」として EV3.5を公表した。 

 

出所：MURC 調査結果をもとにアークエルテクノロジーズ作成 

図 11 EV3.5政策の概要 

 

 中資系 OEMの投資動向については、中国 BIG5の内の 3社が既に進出ないし進

出に向けて投資を行っており、NEV系長城汽車や BYDも積極的な投資を実施して

いる。タイを EVハブとして活用する計画が多い。 
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出所：MURC 調査結果をもとにアークエルテクノロジーズ作成 

図 12 中資系 OEM の投資動向 

 

 また、タイにおける EVメーカー主要 3社の広報戦略は明確な違いがあり、エ

コシステムの完成や性能優位性など、自社の保有する優位性を最大限に訴求し

た広報に尽力している。 

 

出所：MURC 調査結果をもとにアークエルテクノロジーズ作成 

図 13 EVメーカーの広報戦略及び分析 

 

 タイにおいて EV による重大な事故数はまだ少ないが、一部死亡事故を含む火

災が増加する傾向にある。EV の故障に関しては各社固有の故障や初期不良など

が見られるが、重篤なものはまだ発生していない。 
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出所：MURC 調査結果をもとにアークエルテクノロジーズ作成 

図 14 EVの事故や故障状況 

 

③ EV充電器 

充電器台数、充電ステーション数いずれも毎年大幅に増加する中、ステーショ

ン当たりの充電器台数は 2021年以降平均 3 台程度で推移している。充電ステー

ションプロバイダ別の設置台数推移を見ると 2022年以降急激に数を増やした企

業が多く、それらの企業の多くが、充電管理システムを有するメーカーの充電器、

あるいはプロバイダ自身のシステムを提供している。 

 

出所： EVAT 

図 15 充電器台数とステーション数の推移 
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出所： EVAT 

図 16 充電ステーションプロバイダ別充電器設置台数 

 

EVATは DC（直流）充電器設置の目標を 2030 年までに 12,000基、2035年まで

に 36,500基と設定している。下図では 2023 年 12月までの導入実績をもとに AC

（交流）充電器および充電ステーション数の 2030年以降の導入数を推計してい

る。 

 
出所： EVAT の情報を元に MURC にて推計した数値をアークエルテクノロジーズにて編集 

図 17 充電器台数推移 

 

ステーションプロバイダのビジネスモデルは大きく以下の 2 パターンに分類

される。 
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出所： MURC 調査結果を基にアークエルテクノロジーズ作成 

図 18 ステーションプロバイダのビジネスモデル 

 

EVATに登録した販売代理店が提供する、管理システム機能付き EV 充電器のブ

ランドと価格は下表の通りである。電力が大きいほど充電器の価格も高くなる。

DC充電器は AUTELの 47kW/590,000THBが最安値で、AC充電器は 50,000THB（7kW）

～100,000THB（22kW）/台で展開している。 

 
出所： MURC 調査結果を基にアークエルテクノロジーズ作成 

図 19 タイ市場における主要な充電器メーカー 
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EV充電管理システムにおける潜在プレイヤーは下図の通り 4つに分類される。 

 

出所： MURC 調査結果を基にアークエルテクノロジーズ作成 

図 20 EV充電管理システムにおける潜在プレイヤー 

 

タイにおける EVインフラプレーヤーにはエントリーポイントによる大まかな

パターン分けが考えられる。各社戦略をまとめると下記の通りである。 

 

出所： MURC 調査結果を基にアークエルテクノロジーズ作成 

図 21 EV インフラ事業のエントリーポイント 

 

EV 充電ポイントオペレーター（CPO: Charging Point Operator）の事業活動

の状況や今後の展望について下図の通りインタビューを行った。現在の事業活

動に関しては、ソフトウェアプラットフォームや EV充電器を海外企業から調達

している部分が多く、タイ特有の参入障壁などが見当たらないことから、eFleet

の参入可能性が大きいということができる。今後の事業の展望に関しては、すで

に eFleetが実装している機能の開発を考えている企業があり、提携の機会が十

分にあると考えられる。 
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出所：アークエルテクノロジーズ作成 

図 22 インタビューサマリー（CPO） 

2.2 競合 

 前項で挙げたようなタイ国内の CPO では、スマート充電システムの自社開発

に取り組んでいる企業も見受けられ、当社サービスの競合となる可能性がある。

その一方、開発段階によっては当社サービスを導入する最適なタイミングであ

る可能性があり、そうした企業は同時にパートナー企業候補とも考えることが

できる。 

その他に競合として考えられるのは、欧米を中心とした外資系企業である。現

時点でタイ市場に参入している企業は見られないが、CPOへのインタビューによ

るとすでに商談を行っている外資系企業がいくつかあるということであり、将

来的な競合となると予想される。 

 

3 ターゲット顧客・ニーズ 

 公共交通機関や物流会社、社用車として EVを所有している企業等、EVを複数

台所有している企業や団体をメインのエンドユーザーと想定している。人・モノ

の輸送に関する業界での EV導入は今後拡大すると予想され、特にタクシーやバ

スなどの人の移動に関する車両については数百～数千台規模の導入が既に実施

されている。これらの動きの背景として、タイ政府による EV振興策や、CO2排出

削減目標の達成に寄与する取組として位置づけられる点が挙げられる。 

 また、電力会社への聞き取りにより、一般家庭や共同住宅において当社サービ

スの需要がある可能性が分かった。しかしながら、詳細なニーズやビジネスモデ

ルについては調査ができていないため、今後調査を進めていく必要がある。 
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出所： MURC 調査結果を基にアークエルテクノロジーズ作成 

図 23 EV 導入を推進する業界の分類と傾向、背景 

 

 想定エンドユーザーのいくつかにインタビューを行った。公営企業である

Thailand Postや Bangkok Mass Transit Authority はすでに EV転換の動きを段

階的に始めている一方、充電器設置等の細かな点に関しては委託業者に一任す

る傾向が強い。そのため、当社単独でエンドユーザーに直接アプローチするより

も、CPOや車両リース会社等と協業することが効果的だと考えられる。現状では

エンドユーザー自身は EV導入による大きな課題感を持っていないが、将来的に

EV導入台数が増えた場合にスマート充電のニーズが発生すると予想する。 

 タイ EVタクシー協会へのインタビューでは、タクシーで利用される EVは年々

増えているとのことだ。タイでは大手のタクシー企業が存在せず、個人運営もし

くは小規模企業での運営が行われており、運転手が車両をリースし使用してい

る。リース価格とガソリン代・充電料金を合わせると、現時点ではガソリン車と

EVのコストがほぼ拮抗している状態であるが、今後 EV価格の低下が予想される

ため、EVを選ぶ運転手が増えていくだろう。 

 6 台の EV トラックを導入した物流企業では、トラックの車体の大きさにより

充電可能な場所が限られることや充電時間が長いことから、EV トラックの運用

に難を抱えている。こういった課題を抱えている企業に対しては、弊社ソフトウ

ェアやコンサルティングによって課題解決に導ける可能性があると考える。 
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4 製品・サービス概要 

 「AAKEL eFleet」は、EV導入に関わる課題解決を目指し当社で開発したソフ

トウェアサービスである。バスやタクシー業界など複数の EV車両に充電を行う

場面において、翌日の走行予定に併せて EV ごとに優先度をつけ、かつ定められ

た上限電気容量の範囲内で、自動でバランスをとりながら充電を行うことが可

能になる。タイでの展開にあたっては現地の規制や電気料金システム、パートナ

ー企業の要望に合わせローカライズ版の開発を行う予定である。 

 また、当社サービスの特徴として、お客様それぞれのご要望・課題に合わせて

当社コンサルタントが導入プランを提案し、導入後も継続的なサポートを行っ

ている。 

 
出所：アークエルテクノロジーズ作成 

 

  

    

    

     

    
       

    

                                         

                                    

                                   

               

                                   

                   

    
      

      

                          

                         

       

                 

                            
                          

                          

                          

                          

                         

                        

   

                         

                         

    

                           

                            

                                      

図 24 AAKEL eFleet 概要 
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5 フィージビリティ 

5.1 技術 

EV充電器の通信プロトコルについて、現在タイでは OCPP1.6が普及している。

OCPP（Open Charge Point Protocol）とは国際標準プロトコルであり、日本で

も同様に OCPP1.6 が広く普及している。そのため、AAKEL eFleet との接続は問

題なく行える。また、OCPP1.6 よりも充実した機能を持つ OCPP2.0.1 が今後普

及していくと考えられるが、AAKEL eFleet は OCPP2.0.1 とも接続が可能であ

る 。

 
出所： MURC 調査結果を基にアークエルテクノロジーズ作成 

図 25 充電器通信プロトコル 
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 車両からの充電状況情報取得に関して、タイで普及している EV のほとんどか

ら情報取得が可能である。ただし、詳しい取得方法については実証段階で検証が

必要である。 

 
出所： MURC 調査結果を基にアークエルテクノロジーズ作成 

図 26 車両からの情報取得方法 
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5.2 価格 

 タイの EV 充電器スタンドは Low Priority に分類され、他の利用者が電力を

多く使用し電力不足が発生した場合は EV充電スタンドへの電力供給の優先順位

が下がる。しかし、電力事業者の判断で電力供給を停止するのではなく、EV 管

理システムから充電スタンドの CPOに電力削減を依頼し、CPOの判断のもと電力

制御を実施する。Provincial Electricity Authority（PEA）及び ERC によると、

2024年 9月時点では電力削減の依頼を行った実績は無い。 

 PEA政府官報（冊 140第 171条 2023年 07 月 14日）によると、Low Priority

レートを使わない場合は TOU で計算し、ピーク時は最大 5.7982THB/ユニット、

オフピーク時は最大 2.6369THB/ユニット（電力 22kW以下の場合）である。 

 

出所：MURC 調査結果を基にアークエルテクノロジーズ作成 

図 27 Low Priority 制度 

 

参考として、各社の EV充電料金は下図の通りである。
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出所：MURC 調査結果を基にアークエルテクノロジーズ作成 

図 28 各社の EV 充電料金 

 

5.3 法規制 

 IT 分野のサービス業は外国人事業法・第 3 表の 21 番「その他サービス業」

とみなされるため、以下いずれかの手続きが必要となる。 

 

 
出所：MURC 調査結果を基にアークエルテクノロジーズ作成

 

 

                    
                

               

             

        

                

      

     

           

          

                       

      

     

    

          

   

   

    

   

   

 

 

       

       

   

   

   

     

        

     

        

     

               

               

     

           

        

     

        

   

       

                     

                            

                        
                         
 

                        
        

                         
            

                        
          

                  

                            

        

                        
            

  

  

 

  

  

 

  

  

       
             

図 29 法規制 
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6 ビジネスモデル  

パートナー企業次第で以下 2つのパターンを想定している。 

 一つ目のパターンは、「2.1③EV 充電器」でインタビューを行ったような現地

CPOと協業し、既存のサービスに入れ込む形での当社サービス提供を考えている。

パートナー企業の既存サービスに合わせたローカライズ版の開発を行う。 

 二つ目のパターンは、日系商社や損害保険会社、オートリース会社などと提携

しコンソーシアムとして EVに関わるサービスをワンパッケージで提供する。具

体例としては、オートリース会社による EVリースの際に、当社サービスや保険、

充電器の設置などがパッケージとして提供されるというものを考えている。 

 現地 CPO との協業がビジネス拡大に向けては望ましく、その方向性を志向す

るが、企業数に限りがあることや、弊社がスタートアップであることなどから、

ハードルが高い選択肢である。そのため、並行して日系企業との提携による進出

も志向する。 

 

 
出所：アークエルテクノロジーズ作成 

図 30 ビジネスモデル 

 

7 将来的なビジネス展開、ロードマップ 

7.1 事業規模のイメージ 

 企業機密情報につき非公開 
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7.2 スケジュール 

パートナーとなった企業とともに、最初の半年程度の期間でタイ環境での

当社システムの動作確認と改良の必要な個所の洗い出しを行い、次の半年～1

年程度でサービス展開に向けてローカライズ版の開発を進行。並行してサー

ビス提供方法やマーケティング、人員などのビジネス戦略を進め、2026 年末

には実際にサービス提供を開始予定である。 

出所：アークエルテクノロジーズ作成 

 

7.3 事業化の条件・課題・リスク 

タイの規制や電気料金システムについてより詳しい調査を行い、パートナ

ー企業と協議をしながら当社サービスのローカライズの方向性を明確にする

必要がある。 

また、タイでは中国製 EV の普及率が高いため、中国製 EV からのデータ取

得方法を明らかにする必要がある。リアルタイムでデータ取得が可能かどう

かによって、サービス提供の内容が日本で提供しているものと多少変化する

可能性がある。 

政権交代や政府の方針転換により EV普及が失速するリスクが考えられるた

め、2～3年程度は規模拡大を控えてビジネス展開をすることが望ましい。 

  

               

        

          

         

           

    

                      

                

    

図 31 今後のスケジュール 
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II ロジックモデル 

 

事業目標：EVスマート充電を通した CO2 排出量の削減 

 

裨益者 裨益の種類 裨益者の種類 ロジックモデル上の表現 

エネルギー会社 直接 組織 エネルギー会社 

EVを保有する事業者、個

人の EV保有者 

直接 

 

組織・個人 エンドユーザー 

再エネ事業者 間接 組織 再エネ事業者 

環境 間接 社会 環 

 

出所：アークエルテクノロジーズ作成 

図 32 ロジックモデル 

 

  
  

      
   

  

      
  

       
    

  

     

           

       

        
    

       

       

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

        

        
         

     

       

        

      

    
       


